
都道府県別水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）策定状況（上水道事業）
《事業数割合》

平成２６年２月１日現在

凡 例

80%以上

80%未満 60%以上

60%未満 40%以上

40%未満 20%以

20%未満

地域水道ビジョン策定数

割合＝

上水道事業数

全国水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）

策定状況

55%
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平成２６年２月１日現在

都道府県別水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）策定状況（上水道事業）
《給水人口割合》

地域水道ビジョン策定給水人口（人）

割合＝

給水人口（人）

全国水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）

策定状況

凡 例

80%以上

80%未満 70%以上

70%未満 60%以上

60%未満 50%以

50%未満

87%
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平成２６年２月１日現在

都道府県別水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）策定状況（用水供給事業）
《事業数割合》

地域水道ビジョン策定数

割合＝

水道用水供給事業数

凡 例

75%以上

75%未満 50%以

50%未満 25%以

25%未満

水道用水供給事業なし

73%
全国水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）

策定状況
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平成２６年２月１日現在

都道府県別水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）策定状況（用水供給事業）
《1日最大給水量割合》

凡 例

75%以上

75%未満 50%以上

50%未満 25%以

25%未満

地域水道ビジョン策定給水量

割合＝

水道用水供給事業給水量

水道用水供給事業なし

全国水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）

策定状況

94%
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大 臣 認 可
事 業 数

水道事業 ビ ジ ョ ン
策 定 済 事 業 数割 合 （ ％ ）

大 臣 認 可
事 業 数

水 道事業 ビ ジ ョ ン
策 定 済 事 業 数割 合 （ ％ ）

01 北 海 道 0 0 - 0 0 -
02 青 森 県 4 3 75 1 0 0
03 岩 手 県 5 5 100 2 1 50
04 宮 城 県 10 7 70 2 2 100
05 秋 田 県 4 4 100 0 0 -
06 山 形 県 5 5 100 3 3 100
07 福 島 県 9 9 100 2 1 50
08 茨 城 県 15 9 60 4 4 100
09 栃 木 県 9 6 67 2 2 100
10 群 馬 県 10 9 90 4 4 100
11 埼 玉 県 38 33 87 1 1 100
12 千 葉 県 21 15 71 6 6 100
13 東 京 都 1 1 100 0 0 -
14 神 奈 川 県 8 7 88 1 1 100
15 新 潟 県 10 9 90 2 1 50
16 富 山 県 4 4 100 4 1 25
17 石 川 県 6 6 100 1 0 0
18 福 井 県 4 4 100 2 0 0
19 山 梨 県 3 3 100 1 1 100
20 長 野 県 9 9 100 2 2 100
21 岐 阜 県 7 6 86 1 1 100
22 静 岡 県 13 13 100 4 4 100
23 愛 知 県 32 30 94 1 1 100
24 三 重 県 9 9 100 2 2 100
25 滋 賀 県 11 9 82 1 1 100
26 京 都 府 11 9 82 1 1 100
27 大 阪 府 34 29 85 1 1 100
28 兵 庫 県 18 14 78 2 2 100
29 奈 良 県 8 7 88 1 1 100
30 和 歌 山 県 3 3 100 0 0 -
31 鳥 取 県 2 2 100 0 0 -
32 島 根 県 2 2 100 2 2 100
33 岡 山 県 6 6 100 4 4 100
34 広 島 県 7 7 100 3 3 100
35 山 口 県 9 8 89 1 1 100
36 徳 島 県 2 2 100 0 0 -
37 香 川 県 6 6 100 1 1 100
38 愛 媛 県 4 4 100 1 1 100
39 高 知 県 1 1 100 0 0 -
40 福 岡 県 19 10 53 3 2 67
41 佐 賀 県 5 2 40 2 2 100
42 長 崎 県 4 4 100 1 0 0
43 熊 本 県 2 2 100 0 0 -
44 大 分 県 3 3 100 0 0 -
45 宮 崎 県 3 3 100 0 0 -
46 鹿 児 島 県 3 3 100 0 0 -
47 沖 縄 県 9 8 89 1 1 100

408 350 86 73 61 84
※事業数は、平成23年度水道統計データによる。
※策定済事業数は、厚生労働省で内容を確認できたものを計上。

水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）都道府県別策定状況（大臣認可事業）

平成26年2月1日現在

都道府県
上水道事業 用水供給事業

合計
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知 事 認 可
事 業 数

水道事業 ビ ジ ョ ン
策 定 済 事 業 数割 合 （ ％ ）

知 事 認 可
事 業 数

水 道事業 ビ ジ ョ ン
策 定 済 事 業 数割 合 （ ％ ）

01 北 海 道 100 23 23 5 2 40
02 青 森 県 23 6 26 0 0 -
03 岩 手 県 25 17 68 0 0 -
04 宮 城 県 23 1 4 0 0 -
05 秋 田 県 18 17 94 0 0 -
06 山 形 県 23 10 43 1 1 100
07 福 島 県 28 5 18 1 0 0
08 茨 城 県 31 3 10 0 0 -
09 栃 木 県 25 10 40 0 0 -
10 群 馬 県 21 5 24 0 0 -
11 埼 玉 県 26 12 46 0 0 -
12 千 葉 県 23 9 39 0 0 -
13 東 京 都 5 4 80 0 0 -
14 神 奈 川 県 12 8 67 0 0 -
15 新 潟 県 23 11 48 1 1 100
16 富 山 県 8 4 50 0 0 -
17 石 川 県 13 12 92 0 0 -
18 福 井 県 12 8 67 0 0 -
19 山 梨 県 14 6 43 1 0 0
20 長 野 県 57 18 32 2 1 50
21 岐 阜 県 36 22 61 0 0 -
22 静 岡 県 27 19 70 0 0 -
23 愛 知 県 12 4 33 0 0 -
24 三 重 県 17 5 29 0 0 -
25 滋 賀 県 11 6 55 0 0 -
26 京 都 府 15 4 27 0 0 -
27 大 阪 府 9 1 11 1 0 0
28 兵 庫 県 27 17 63 2 0 0
29 奈 良 県 20 2 10 0 0 -
30 和 歌 山 県 22 4 18 2 0 0
31 鳥 取 県 12 0 0 0 0 -
32 島 根 県 12 7 58 0 0 -
33 岡 山 県 18 5 28 0 0 -
34 広 島 県 11 5 45 0 0 -
35 山 口 県 6 2 33 0 0 -
36 徳 島 県 17 4 24 0 0 -
37 香 川 県 10 10 100 1 0 0
38 愛 媛 県 30 23 77 1 0 0
39 高 知 県 17 2 12 0 0 -
40 福 岡 県 33 7 21 3 2 67
41 佐 賀 県 12 6 50 0 0 -
42 長 崎 県 28 28 100 0 0 -
43 熊 本 県 27 23 85 1 1 100
44 大 分 県 13 4 31 0 0 -
45 宮 崎 県 19 14 74 0 0 -
46 鹿 児 島 県 34 15 44 0 0 -
47 沖 縄 県 16 3 19 0 0 -

1021 431 42 22 8 36
※事業数は、平成23年度水道統計データによる。
※策定済事業数は、厚生労働省で内容を確認できたものを計上。

水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）都道府県別策定状況（都道府県知事認可事業）

平成26年2月1日現在

合計

都道府県
上水道事業 用水供給事業
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平成２６年２月１日現在

都道府県ビジョン策定状況

凡 例

策定済み

福島県水道整備基本構想2005

くらしの水ビジョン

岩手県水道整備基本構想

いわて水道ビジョン

水道整備基本構想

（北海道水道ビジョン）

秋田県水道整備基本構想

（秋田県版地域水道ビジョン）

広島県水道整備基本構想

広島県水道ビジョン

ながさき２１水ビジョン 県域水道ビジョン

（奈良県版地域水道ビジョン）

埼玉県水道整備基本構想

埼玉県水道ビジョン

大阪府水道整備基本構想

おおさか水道ビジョン

沖縄県水道整備基本構想

おきなわ水道ビジョン
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日本の高い水道技術を活かし、水道分野における国際展開を推進するため、民間企業
や自治体等による活動を支援し、関係者一体の施策展開を図る。

日本経済再生本部（平成24年12月26日 閣議決定により設置）

（資源確保・インフラ輸出戦略の推進）

世界各地の現場で働く邦人の安全を最優先で確保しつつ、エネルギー鉱物資源の海外権益確保と我が国の世界

最先端インフラシステムの輸出を後押しするため、内閣官房長官は関係大臣と協力して、関係閣僚会議の場などを

通じて推進すること。（平成25年1月25日 第3回会合）

水道産業国際展開支援の主な取組

経協インフラ戦略会議（平成25年3月12日 内閣総理大臣決裁により設置）

インフラシステム輸出戦略（平成25年5月17日 第4回経協インフラ戦略会議決定）

（中小・ 中堅企業 及び 地方 自治体 のインフラ 海外展開の促進 ）

・ 医療、リサイクル、水分野など特定分野においてポテンシャルを有する中小・中堅企業への支援、地方自治体

の海外展開について後押しする。

１

【１－１０】

自治体や企業が自律的にビジネス展開するための枠組みづくりを進める

民間企業
施設の設計・建設
高度な水処理技術

地方自治体
水道事業運営

ノウハウ

②官民連携型の案件発掘調査（公募事業）①海外展開拠点ネットワークの整備を支援

業界・関係団体
レベル

個々の事業体・
プロジェクトレベル

日本の企業・水道事業体とアジア各国
の水道協会・水道研修施設のネット
ワーク化
企業等が海外市場展開するための拠点とし
て、市場調査、技術紹介、研修に活用

アジアの
研修機関

水道事業体

水道関連企業

アジアの
水道協会

２．自治体や企業が自律的にビジネス展開することを支援(23年度～ )

政府レベル

厚生労働省の取組

①相手国政府と共同で、相手国の水道事業者等を対象に

水道セミナーを開催、日本の水道技術や企業をＰＲ。

②現地ニーズに対応した日本型水道システムのモデル作り

（ケーススタディ） ･･･ 現地調査、説明会

１．日本企業の海外市場への売り込み（20年度～ ）
日本の水道産業をアジア諸国等に国際展開するため、水道事業者、関連企業等を募っての調査、講演等を実施。

２
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水道産業国際展開推進事業
（ セミナー、ケーススタディ、ネットワーク整備(H23～) ）

インド
H23 セミナー ：ライプール

ケーススタディ：バドラプール、アンバルナス
H24 セミナー ：ゴア、プネ

ケーススタディ：カラド、プネ

中国
H20 セミナー ：北京

ケーススタディ：長興県
H21 ケーススタディ：長興県、余姚市

インドネシア ケーススタディ
H23 ジャカルタ、スマラン、プカンバル
H24 ソロ市等地域、西ジャワ州

韓国 ネットワーク整備
H24 IWA世界会議の場を活用し、

インド、中国、マレーシア、
ラオス、インドネシアとネット
ワークを構築

フィリピン
H23 ネットワーク整備

ベトナム
H21 セミナー ：ハノイ

ケーススタディ：ハイフォン、ダナン、
ハナム省

H22 セミナー ：ハイフォン
ケーススタディ：ホーチミン、フエ、

クァンニン省
H23  ネットワーク整備

カンボジア
H20 セミナー ：プノンペン

ケーススタディ：プレイベン、コンポンチュ
ナン、コンポンスプー

H21 セミナー ：プノンペン
H22 セミナー ：プノンペン

ケーススタディ：シェムリアップ、バッタン
バン、シアヌークビル

H23 セミナー ：プノンペン

タイ
H24 ネットワーク整備

３

水道産業国際展開推進事業
（ 官民連携型案件発掘調査 H23年度～ ）

ベトナム・ハイフォン市
（H23官民連携 北九州市）

・ブロック配水システムの整備案件発掘調査
（H24官民連携 北九州市）

・工業団地専用水道維持管理業務案件発掘調査

マレーシア・スランゴール州
（H23官民連携 埼玉県）

ポリシリカ鉄凝集剤への転換可能性調査

ラオス・ルアンパバン市
（H24官民連携 さいたま市）
・環境共生型上下水道整備案件発掘調査

アゼルバイジャン
（H23官民連携 神戸市）
・水質検査業務案件発掘調査

４
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水道広域化の推進

人口減少社会を迎えて、水道事業の運営基盤強化のための課題解決
には、近隣事業者の状況にも目を向け、広域化や官官・官民連携を行うこ
とが重要であり、全国各地で様々な取組が実施されている。

【２－１】広域化・官民連携の推進

八戸圏域水道
企業団

H20.1に「北奥羽地区水道事業協議会」を設立。
青森県県南と岩手県県北の広域連携を検討中。

岩手中部広域
水道企業団

北上市、花巻市、紫波町との垂直統合。
H23.5に「岩手中部水道広域化推進協議会」を設立。
H23.10に統合に関する覚書を締結。H26.4に統合予定。

群馬県東部 太田市、館林市、みどり市等３市５町の水平統合。
H24.7に「群馬東部水道広域研究会」を設立。
H28.4の統合・企業団設立を目指す。

秩父地域 秩父市、横瀬町、小鹿野町、皆野・長瀞上下水道組合の水平統合。
H23.11に「秩父地域水道広域化委員会」を設置。
H28.4の事業統合を目指す。

君津広域水道
企業団

木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市との垂直統合を目指し、
H23.10に「君津地域水道事業統合研究会」を設立。

香川県 県内一水道を目指し、H23.8に「香川県水道広域化協議会」を設立。

2

水道広域化促進事業（補助事業）

大規模水道事業
水道用水供給事業

上
限

補助対象事業費

水道施設整備費

1/3補助

1/3補助

小規模水道事業

既存施設であって、耐用年数を
超過した水道施設の更新又は改
修に対して補助

統合先の補助対象事業費の額を

統合元の補助対象事業費の上限
（基準事業費）とする

統合

統合のインセンティブとするため、
統合元が行う水道施設の整備
（更新等）に対しても補助

補助対象事業費
上 限

（統合先）
給水人口：概ね１０万人以下
資本単価：９０円以上

（統合元）

※修繕、補修、取替等の
維持管理的工事を除く

経年施設更新事業

統合関連事業
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「水道分野における官民連携推進協議会」の
実施について

官民連携推進協議会

水道分野を取り巻く環境が年々厳
しさを増す中で、これらの課題に対
し、官民連携など地域の実情に応じ
た形態により、運営基盤を強化する
ことが不可欠である。
そのため、水道事業者等と民間事
業者とのマッチング促進を目的とし
た協議会を全国各地で開催してい
る。

3

官民グループディスカッション(H25大津会場)

平成22年度仙台市､さいたま市､名古屋市

平成23年度広島市､福岡市､さいたま市

平成24年度札幌市､郡山市､仙台市､盛岡市､
大阪市

平成25年度札幌市､東京都､大津市､高松市

平成26年度以降の開催についてご
希望がある場合は、水道計画指導
室にお問い合わせ願います。

官民フリーマッチング(H25東京会場)
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